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第 1章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、宇治市良好な居住環境の整備及び景観の形成

を図るためのまちづくりに関する条例（以下「まちづくり条例」

という。）に基づくまちづくりに関する活動への支援について必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それ

ぞれに定めるところによる。 

⑴ 住民等 一定の区域内に居住する者、当該区域内において事

業を営む者及び次に掲げる権利を有する者をいう。 

  ア 土地又は建物の所有権 

  イ 建物の所有を目的とする地上権若しくは土地の賃借権又は

土地の使用賃借による権利 

  ウ 建物の賃借権又は使用賃借による権利 

⑵ 協議会 まちづくり条例第８条第１項の規定により認定され

た地区まちづくり協議会をいう。 

第２章 まちづくり出前講座 

（目的） 

第３条 本市は、住民等から依頼を受けて、住民等が主催する集会

等に市職員が出向き、まちづくりに関する手法、制度等について

情報を提供し、住民主体のまちづくりに関する意識の向上、理解



を深めることを目的として、まちづくり出前講座を開催する。 

（対象） 

第４条 まちづくり出前講座は、住民等が主体となってまちづくり

に関する活動を行おうとしている、又は行っている１０名以上の

団体を対象として開催する。 

（内容） 

第５条 まちづくり出前講座の内容は、別に定める。 

（手続等） 

第６条 まちづくり出前講座の開催を希望する団体の代表者は、当

該団体が主催する集会等を開催しようとする日の１４日前まで

に、まちづくり出前講座開催申請書（第 1号様式）を市長に提出

するものとする。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、まちづくり出前講座の開

催の可否を決定し、その結果をまちづくり出前講座開催可否決定

通知書（第２号様式）により団体の代表者に通知する。 

３ 市長は、前項の規定によりまちづくり出前講座の開催を決定す

る場合において、必要と認めるときは、条件を付することができ

る。 

４ 第２項の規定によりまちづくり出前講座を開催する旨の通知を

受け取った団体の代表者は、当該講座の開催を中止しようとする

ときは、まちづくり出前講座開催取下げ届出書（第３号様式）に

より速やかに市長に届出を行わなければならない。 

５ 市長は、出前講座を開催する集会等が、次の各号のいずれかに

該当すると認めるときは、まちづくり出前講座の開催を中止し、

又は中断することができる。 

⑴ 集会等が政治、宗教又は営利を目的としたものとなるおそれ

があり、又は政治、宗教又は営利を目的としたものとなってい

るとき。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、出前講座の目的に反するなど、職

員の派遣が適当でないと認められるとき。 



６ まちづくり出前講座当日の運営及び進行は、集会等を主催する

団体において行うものとする。 

（出前講座の期間等） 

第７条 まちづくり出前講座は、市長が必要と認めたときに随時開

催するものとする。ただし、開催時間は２時間以内とし、平日は

午前１０時から午後９時まで、土日・祝祭日は午前１０時から午

後５時までの間に行うことを原則とする。 

２ まちづくり出前講座の開催場所は、宇治市内とする。 

（費用の負担） 

第８条 まちづくり出前講座の開催に要する費用は、本市が負担す

る。ただし、必要な施設及び設備の使用経費については、集会等

を主催する団体において負担しなければならない。 

第３章 まちづくり専門家派遣 

（目的） 

第９条 本市は、団体から依頼を受けて、まちづくりに関する専門

的、技術的な助言を行い、住民主体でまちづくりが進められるよ

うに支援することを目的として、まちづくり専門家を派遣する。 

（対象） 

第１０条 まちづくり専門家の派遣対象とする団体は、協議会とす

る。 

（内容） 

第１１条 まちづくり専門家は、まちづくり条例の基本理念を尊重

し、団体が目指すまちづくりを具体化するため、団体に出向き、

次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ まちづくりに関する専門的、技術的な助言 

⑵ その他、市長が必要と認める事項 

（手続等） 

第１２条 まちづくり専門家の派遣を受けようとする団体の代表者

は、まちづくり専門家派遣申請書（第４号様式）により、派遣を

受けようとする理由等を明確にし、市長に申請しなければならな



い。 

２ 市長は、前２項の申請があったときは、まちづくり専門家の派

遣の可否を決定し、その結果をまちづくり専門家派遣申請結果決

定通知書（第５号様式）により団体の代表者に通知する。 

３ 市長は、まちづくり専門家の派遣を決定したときは、まちづく

り専門家派遣依頼書（第６号様式）により派遣を予定する専門家

に依頼するものとする。 

４ 市長は、第２項の規定によりまちづくり専門家派遣を決定する

場合において、必要と認めるときは、当該団体に対して条件を付

することができる。 

５ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、まち

づくり専門家派遣を中止し、又は中断することができる。 

⑴ 政治、宗教又は営利を目的とした集会等を開催するおそれが

あり、又は政治、宗教又は営利を目的としたものとなっている

とき。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、専門家派遣の目的に反するなど、

専門家の派遣が適当でないと認められるとき。 

６ まちづくり専門家の派遣を受けた団体の代表者は、派遣の日か

ら２週間以内にまちづくり専門家派遣結果報告書（第７号様式）

を市長に提出しなければならない。 

７ 市長は、必要に応じて、派遣したまちづくり専門家に対し、業

務状況の報告を求めることができる。 

８ まちづくり専門家は、業務を終了したときは、業務終了の日か

ら２週間以内に、まちづくり専門家派遣業務実績報告書（第８号

様式）を市長に提出しなければならない。 

 （専門家の登録） 

第１３条 市長は、まちづくりに関する専門的知識、実務経験等を

有する者のうちから、適当と認められる者をまちづくり専門家と

して登録することができる。 

２ 前項のまちづくり専門家は、次のいずれかに該当する者とす



る。 

 ⑴ まちづくりに関して５年以上の実務経験を有し、まちづくり

に関する専門的知識を有する者 

⑵ 技術士（建設部門）、再開発プランナー、土地区画整理士、

一級建築士等まちづくりに関する資格を有する者 

⑶ 法律、不動産、経営に関する資格を有し、まちづくりに関す

る専門的知識を有する者 

⑷ まちづくりに関する活動への参加経験があり、まちづくりに

関する専門的知識を有する者 

３ まちづくり専門家の登録を受けようとする者は、まちづくり専

門家登録 (更新 )申請書（第９号様式）により、市長に申請しな

ければならない。 

４ 市長は、前項の申請があったときは、登録の可否を決定し、そ

の結果をまちづくり専門家登録（更新）申請結果通知書（第１０

号様式）により申請者に通知する。 

５ 前２項の規定にかかわらず、市長は、必要があると認めるとき

は、第２項の要件を満たす者に対し、まちづくり専門家登録依頼

書（第１１号様式）によりまちづくり専門家として登録するよう

依頼することができる。 

６ 前項の依頼を受けた者は、同項の規定による登録を承諾すると

き、まちづくり専門家登録承諾書（第１２号様式）を市長に提出

するものとする。 

７ まちづくり専門家の登録有効期間は、登録した日から２年を経

過した日以降の最初の３月３１日までとし、登録の更新をしよう

とする者は、有効期間満了の１箇月前までに、登録の更新を申請

しなければならない。この場合においては、第３項の規定を準用

する。 

８ 市長は、登録したまちづくり専門家が次の各号のいずれかに該

当するときは、その登録を取り消すものとし、登録を取り消した

ときはまちづくり専門家登録取消通知書（様式第１３号）により



通知する。 

 ⑴ 取消の申出があったとき 

 ⑵ 登録有効期間満了の１箇月前までに更新の手続が行われなか

ったとき 

 ⑶ 市長がまちづくり専門家として適当でないと認めたとき 

（専門家派遣の期間等） 

第１４条 まちづくり専門家の派遣は、市長が必要と認めたときに

随時行うものとする。ただし、１団体につき延べ１０人まで（原

則年間４人まで）を限度とし、派遣の期間は、初回派遣した日か

ら３年を経過した日以後最初の３月３１日までとする。 

(費用の負担 ) 

第１５条 まちづくり専門家の派遣に伴う費用は、予算の範囲内で

市長が負担する。ただし、集会等の施設、設備の使用経費につい

ては、派遣を受けた協議会において負担しなければならない。 

第４章 まちづくり活動費助成  

(目的 ) 

第１６条 本市は、地区まちづくり計画の策定などの自主的なまち

づくりを促進することを目的として、予算の範囲内で協議会に対

してまちづくり活動助成金（以下「助成金」という。）を交付す

る。 

（助成の内容） 

第１７条 助成金は、次の各号に掲げる費用に充てるために交付す

るものとし、助成金として交付する額は当該費用の額の合計額の

２分の１に相当する額とする。この場合において、当該２分の１

に相当する額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。 

⑴ 広報活動に係る印刷費等 

⑵ 勉強会等の実施に必要な会場使用料等 

⑶ セミナー等の参加費 

⑷ 先進事例地への視察に係る交通費 



⑸ その他市長が特別に認める経費 

２ 前項の規定にかかわらず、助成金として交付する額は、１団体

につき１年度ごとに３００，０００円を限度とする。 

３ 助成金の交付は、延べ３年度を限度とする。 

（助成金の交付申請） 

第１８条 助成金の交付を受けようとする協議会は、まちづくり活

動助成金交付申請書（第１４号様式）に次の各号に掲げる図書を

添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 活動実施計画書（第１５号様式） 

⑵ 予算内訳書（第１６号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（助成金交付の可否決定） 

第１９条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を

審査し、助成金の交付の可否を決定し、申請者にまちづくり活動

助成金交付決定通知書（第１７号様式）により通知する。 

２ 市長は、助成金の交付の目的を達成するために必要と認めると

きは、助成金交付の決定に際して条件を付することができる。 

（事業内容の変更） 

第２０条 前条により助成金の交付の決定を受けた協議会は、助成

事業の事業内容を変更するときは助成事業変更承認申請書（第１

８号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査

し、必要と認めるときは、これを承認し、その旨を申請者に助成

事業変更承認書（第１９号様式）にて通知する。 

（交付の取消等） 

第２１条 市長は、協議会が次の各号に該当すると認めるときは、

助成金の交付の決定を取り消し、又は交付予定額若しくは交付額

を変更し、又は既に交付した助成金の全額若しくは一部の返還を

命じることができる。 

⑴ 不正の手段により助成金の交付を受けようとし、又は受けた



とき 

⑵ この要綱の規定に違反したとき 

⑶ 助成金を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められ

るとき 

⑷ 助成金等の交付に付した条件に違反したとき 

⑸ 助成対象団体が、法令に違反する行為を行ったとき 

（完了等の報告） 

第２２条 協議会は、第１９条の規定による決定に係る事業の完了

等をしたときは、当該事業の完了の日から１４日以内又は年度末

までにまちづくり活動完了等実績報告書（第２０号様式）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 支出内訳書（第２１号様式） 

⑵ 支出明細書及び領収書（写し） 

⑶ 第１７条の内容が確認できるもの 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（助成金の確定） 

第２３条 市長は、前条の規定による完了実績等報告書の提出があ

ったときは、当該報告書の審査及び必要に応じて行う調査等によ

り、助成対象活動の内容が交付の決定の内容及びこれに付した条

件に適合するかどうかを審査し、助成金の交付額を確定し、まち

づくり活動助成金確定通知書（第２２号様式）により当該完了等

実績報告書を提出した協議会に通知する。 

（助成金の請求） 

第２４条 前条の規定により通知を受けた協議会は、助成金の交付

を請求しようとするときは、速やかにまちづくり活動助成金交付

請求書（第２３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（報告、検査及び指示） 

第２５条 市長は、協議会に対し、助成金の交付に関し必要な事項

について、報告を求め、検査し、又は指示することができる。 

２ 前項に掲げる市長からの求め等に対しては、協議会は誠実かつ



速やかに応じなければならない。 

第５章 雑則 

（補則） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、実施に関して必要となる

事項は、市長が定めるものとする。 

第２７条 この要綱に定めるまちづくりに関する活動の支援に関す

る事務局は、都市整備部都市計画課に置くものとする。 

附則（平成２０年３月３１日） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附則（平成２１年６月３０日） 

この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 


